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概要 

地方就職者を増加させるために現在行われている取組みと今後どのような取

組みを推進していくべきかを調査した。地方では、若者の人口減少と人手不足が

深刻化しており、地域経済が縮小あるいは消滅するおそれがある。地方での雇用

を増加させることは地方定住者の増加に貢献し、地方経済を活性化させることに

つながると考えられている。したがって、政府や地方自治体などは地方の雇用促

進に向けて、大都市圏に流れた学生などの若者に対し様々な施策を打ち出した。

しかし、U ターン就職を希望する学生の割合は年々減少している。雇用促進に向

けた取組みとして、今後は施策のターゲット層を拡充することや新しい働き方に

対応した施策を行うことが有効だと考える。この論文では、雇用の観点から地方

の課題を解決する策を調査している。 
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1. 用語の定義 

地方の定義を確認する [デジ 21]。 

・地方（または地方圏）‥‥首都などの大都市に対して、それ以外の土地のこと。

ここでは三大都市圏以外の県を指す。 

・三大都市圏‥‥‥‥‥‥下記の総称 [内閣 17]。 

東京圏（東京都・埼玉県・千葉県・神奈川県） 

関西圏（京都府・大阪府・兵庫県・奈良県） 

名古屋圏（愛知県・岐阜県・三重県） 

地方就職という用語を、次のとおりに定義する。  

・地方就職‥‥地方の企業に就職し働くこと。 

したがって、勤務地・居住地は地方であっても、三大都市圏の企業に勤めている

場合は地方就職に含めない。 

さらに、U ターン就職、 J ターン就職、 I ターン就職を定義する [イソ 20]。 

・U ターン就職‥‥地方出身者が、都市部の学校に進み、卒業後は出身地に戻っ

て就職すること（地元就職ともいう）。 

・ J ターン就職‥‥地方出身者が都市部の大学へ進学し、卒業後に出身地とは異

なる地方の企業に就職すること。  

・ I ターン就職‥‥都会出身者が出身地の大学に進学し、卒業後に出身地とは異

なる地方の企業に就職すること。  

労働統計に用いられる用語についても確認する  [総務 21]。 

・労働力人口 ‥‥15 歳以上人口のうち、次の就業者と完全失業者を合わせた

もの。また、労働する「能力と意思をもつ」人口の数であり、

働く意思をもたない学生・主婦や老人など（非労働力人口）

は含まない。  
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・生産年齢人口‥‥労働意欲の有無にかかわらず、日本国内で労働に従事できる

年齢の人口のこと [田尻 19]。日本では主に、15 歳から 64

歳未満の年齢に該当する人口が生産年齢人口にあたる。 
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2. 日本全体および地方の現状 

 2.1 日本の人手不足の現状 

日本では少子高齢化を背景として総人口が減少傾向にあり、将来もこの減少傾

向は続くと予想されている [中小 19]。日本の人口は、64 歳以下の生産年齢人口

が減少傾向にある一方で、 75 歳以上の高齢者人口の割合が増加し続けている。

高齢化に伴う問題として、介護福祉施設の不足や社会保障費の増大などと同時に

取り上げられている問題が、労働力不足である [有馬 21]。 

2.2 東京一極集中による影響 

2.2.1 東京一極集中による地方への影響  

地方では、東京圏への一極集中という現象によって、若者の人口が減少してい

る [内閣 17]。東京圏への転入超過数の大半は、 15～24 歳の年齢層が占めてい

る。 

2.2.2 東京一極集中による影響 

東京圏への一極集中（政治・行政・経済の中枢機能の一極集中）は、大地震や

テロの危険性・交通渋滞・地価高騰・環境汚染など様々な弊害をもたらすおそれ

がある [戸所 14]。中枢機能を分離させることは、様々な弊害を打破するととも

に、各地域の自立性を高め、文化面での多様性を取り戻すことにつながると考え

られている。そこで、政府は 2014 年 9 月 3 日の第 2 次安倍政権で『地方創生』

という政策を掲げた。 

政府は『地方創生』をうたい、1 憶総括活躍社会の実現などをアピールしている

が、東京一極集中の是正は進まず、地方の疲弊が加速しているのが現状である  

[岩本 20]。 
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3. 地方就職者の増加を図る施策 

3.1 U ターン就職の概要 

U ターン就職を希望する学生の割合は、全体的に減少傾向にある（付録 1 参

照） [マイ 19]。そして特に、地元外進学者の地元就職希望割合が低く推移して

いる。地元で進学する学生の割合も減少しており、学生の地元に対する関心が低

くなってきていることが考えられる。地元への関心が低くなっていることが U タ

ーン就職者数の低迷の一つの原因になっているのではないかと考える。  

 3.1.1 U ターン就職する/しない理由 

大卒者のうち U ターン就職を選択した人の希望理由は、「実家から通えるため」

が最も多い [高見 16]。一方で、地元以外の就職地を選択した人の希望理由は、

「在学中の居住地を離れたくなかったため」「大都市で働きたかったから」が最

も多くなっている。また、U ターンするタイミングは、「就職（22 歳時）」が最多

だが、「離職・転職」を機とした U ターンも少なくない。 

 U ターン就職希望には、地元への愛着がどの程度あるのかが関連している  [高

見 16]。加えて、高校時代までに地元企業をどの程度知っていたかによって U タ

ーン就職希望に差があることが分かった。 

3.2 U ターン就職希望者への地方の施策 

東京圏などの他県に流れてしまった若者を呼び戻すために、地方では学生に向

けて U ターン就職を促す取組みを行っている。 

(a) Web 化の推進 

学生が就職活動を行う際に有効となる施策が「Web 化の推進」である [朝日

20]。この取組みは、学生が地方企業の説明会や面接へ行くときの移動費用や

時間をなくすことで、就活をスムーズに行えるようにしようという目的によっ
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て実施されている。 

(b) 経済支援 

地方自治体は学生の就職後における負担を軽減するため、「経済支援」を行

っている [丸山 16]。地方に就職し移住する場合に、家賃や入居費の補助を行

ったり、珍しい補助金・助成金制度を設けたりしている自治体がある。  

学生に対してメリットが大きく、U ターン就職者増加に貢献する制度が、奨

学金返済補助制度である。 

(c) 大学との協定締結 

就職活動時の選択肢拡大・企業情報の取得に貢献する施策が「県と大学との

協定締結」である [朝日 18]。地方自治体が大学と協定締結を結ぶことによっ

て、学生は地方の企業情報が得やすくなる。 

U ターン就職希望者には、「就職活動時の支援」、「経済面の支援」、「仕事情報

の提供」などの施策が行われているが、早くからの意識付けが重要である [高見

16]。 
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4. 今後の施策 

地方は様々な施策を講じているが、地方の過疎化は進み、地方財政はますます

厳しくなることが予想される。今後地方では、U ターン就職支援以外の施策も行

うことが求められると筆者は考えた。 

4.1 I ターン就職支援の強化 

 地方自治体は地元を離れてしまった人々に対して就職支援を行っていたが、

地方に縁もゆかりもないような人々にも地方就職を促しやすくなったので、今後

はさらに I ターン就職の支援を強化すべきだと考える。 

I ターン型に関しては能力が高い一方で、早期離職傾向が課題である。I ターン

就職を促進するのであれば、住宅などの経済支援・就労者が環境に馴染めるよ

うな取組みを行うことが求められると考える。 

4.1.1 副業・兼業という働き方  

「副業・兼業」を推進することは、都市部で働く人々に対して、地方就職への

興味をもたらす策だと筆者は考える。地方就職に対して心理的負担の少ない「副

業・兼業」という働き方を推進することで、地方就職に対するハードルを低くで

きると考える。 

生活の基盤を丸ごと地方に移す移住転職をするのはリスクが大きいので、移

住・就職を前提にして三大都市圏から人材を集めようとしてもなかなか思うよう

に集まらないのが地方の現状である。副業・兼業スタイルからどのように移住就

職につなげていくかが課題である。 
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4.2 施策におけるターゲット層の拡大 

労働力人口推移と政府の施策という 2 つの背景から、女性や中年・シニア世

代に対しての施策が地方就職者の増加に効果があると考えた。 

(a) 女性を対象とした施策  

総務省 2020 年の労働力調査によると、女性の労働力人口は増加傾向であっ

た （ただし令和 2 年度においては、3,044 万人と前年に比べ 14 万人減少）[総

務 21]。女性の活躍を推進する取組みを行う企業は年々増加しているが、女性

の社会進出には課題もある [山口 21]。 

筆者は政府の施策で解決できない点を、地方自治体が独自で取り組んでいく

必要があるのではないかと考える。  

（b）中年・シニア世代を対象とした施策  

総務省 2020 年の労働力調査によると、25～44 歳の労働力人口が減少傾向に

ある中で、45 歳以上の労働力人口は増加傾向であった  [総務 21]。したがって、

労働力人口が増加傾向にある 45 歳以上の年齢層をターゲットとした施策を行

うと、地方就職者の増加が見込めるのではないかと考える。日本では 2021 年 4

月 1 日に改正・施行された「高年齢者雇用安定法」によって、70 歳までの就業

が可能となった。  

高齢者に就業機会を提供し、十分な就労促進を行うには、高齢者の仕事に対

するニーズを把握する必要があると考える。 

4.3 ワーク・ライフ・バランスの重視 

人々の働き方に対する価値観は変化しており、ワーク・ライフ・バランスを重

視する傾向がみられる。したがって、地方企業はワーク・ライフ・バランスを重

視した働き方が実現できることを就業者にアピールすることによって、地方就職

に対して興味・関心をもたせることができるのではないかと考える。  
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4.3.1 テレワークの活用 

ワーク・ライフ・バランスを意識した働き方を実現するために、地方企業はテ

レワークを積極的に導入することが必要である。加えて、地方自治体はテレワー

ク導入にかかる費用の助成やテレワーク普及啓発活動を行うべきだと考える。  

人口減少や高齢化が進む日本において、地方圏・大都市圏問わずテレワーク

の普及は、大きな役割を果たすポテンシャルをもつ策であるといわれている。  

4.3.2 選択的週休 3 日制の導入 

 選択的週休 3 日制度もまた、ワーク・ライフ・バランスの実現に寄与する可能

性があるので、導入する利点がある  [朝日 21]。 

4.4 生産性向上の必要性 

 人手不足を解消するには、雇用を促進する取組みを行っていくことが必要であ

る。しかし、少子高齢化は加速し、長期的に人手不足がさらに進展することが明

らかである日本では、人手不足という状況自体を無効化するという発想の転換が

必要になると考えられる [石原 19]。 

 例えば、以下のような方法がある  [石原 19]。 

(a) 既存人員の生産性向上に投資する方法（付録 2 参照） 

(b) テクノロジーの導入（付録 2 参照） 

ICT を利用することは、企業の労働生産性を高め、より少ない労働力で同等あ

るいは多くの生産物と付加価値を生み出すことが可能になる [総務 15]。 ICT に

は地方に質の高い雇用を生み出す力があり、地方における安定的な雇用に不安を

抱えている人に対して、地方就職を後押しすることができると考えられる。  
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付録 1 Ｕターン・地元就職に関する調査のデータ 

マイナビが 2019 年に行った 2020 年卒業予定の大学生を対象とした「 2020 年

卒 マイナビ大学生 U ターン・地元就職に関する調査」の結果の一部を抜粋した 

[マイ 19]。地元就職を希望する学生の割合が年々減少している中で、希望しな

い理由や何が実現されたら地元就職を希望するようになるかについて確認する。 

・調査期間：2019 年 3 月 20 日(水)～4 月 7 日(日) 

・調査方法：3 月 20 日時点のマイナビ 2020 会員に WEBDM で配信。 

・有効回答数：7,734 名 [内訳：文系男子 1,367 名 理系男子 1,309 名 文系

女子 3,550 名 理系女子 1,508 名] 

・地元就職を「希望しない」「（どちらかといえば）希望しない」と答えた方：地元（Ｕ

ターン含む）就職を希望しない理由は何ですか。（上位五つ抜粋）  

 全体  地元進学

男子  

地元進学

女子  

地元外進学

男子  

地元外進学

女子  

回答数 2,753 370 567 668 1,148 

都会の方が便利だから  38.3％ 29.7％ 36.0％ 37.4％ 46.5％ 

志望する企業がないか

ら  

38.1％ 33.2％ 31.9％ 39.4％ 44.3％ 

実 家 に 住 み た く な い

（離れたい）から  

29.0％ 29.7％ 40.9％ 23.8％ 29.4％ 

地域にとらわれず働き

たいから 

24.6％ 28.1％ 27.3％ 24.3％ 20.8％ 

給料が安そうだから  23.1％ 17.3％ 19.0％ 25.0％ 26.2％ 
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地元（Ｕターン含む）就職を希望しない学生の理由として、『都会の方が便利だ

から』（38.3％）、次いで『志望する企業がないから』（ 38.1％）が 19 年卒同様上

位に挙げられた。  

・地元就職を「希望しない」「（どちらかといえば）希望しない」と答えた方：実現すれ

ば地元就職するかもしれないものを選択してください。（上位五つ抜粋） 

 全体  地元進学男

子  

地元進学

女子  

地元外進学

男子  

地元外進学

女子  

回答数 2,702 364 561 666 1,111 

働きたいと思うよう

な企業が多くできる  

43.9％ 37.4％ 48.3％ 43.1％ 48.8％ 

給料がよい就職先が

多くできる 

39.6％ 34.6％ 40.1％ 41.3％ 41.3％ 

志望する企業の支社

や研究所ができる  

26.6％ 24.5％ 24.6％ 30.9％ 26.1％ 

志望する職種に就け

るようになる 

24.8％ 21.4％ 25.0％ 26.4％ 26.1％ 

地元に結婚したいと

思う相手ができる  

20.2％ 15.9％ 25.1％ 16.5％ 26.6％ 

実現すれば地元就職するかもしれないものについても、 19 年卒同様の傾向がみ

られ、『働きたいと思うような企業が多くできる』（ 43.9％）、『給料がよい就職先

が多くできる』（39.6％）が上位となった。  
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付録 2：4.4 で使用した用語 

4.4 では専門用語を複数使用しているので、用語の意味を明記する。  

・リソース (resource) 

資源 [ジオ 20]。ビジネスシーンでは業務を達成するために必要な、人材や物

資、資金、時間などの「経営資源」を含めて、リソースと呼ばれることが多い。  

・テクノロジー (technology) 

科学技術のこと [日本 21]。また、ある社会集団が生産に際して技術を利用す

る方法の体系をいう。 

・RPA (Robotic Process Automation) 

ロボットによる業務自動化の取組みを表す言葉 [RPA 21]。RPA は人間が行う

業務の処理手順を操作画面上から登録しておくだけで、ブラウザやクラウドな

ど様々なアプリケーションを横断して業務自動化を実現する。  

・AI 

人工知能 [SAS 22]。人間の知的ふるまいの一部を、ソフトウェアを用いて人

工的に再現したもの。 

・ ICT (Information and Communication Technology) 

通信技術を活用したコミュニケーションを指す [発注 21]。情報処理だけでな

く、インターネットのような通信技術を利用した産業やサービスなどの総称。 
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付録 3：山梨県の就職促進協定について 

平成 24 年度から令和 2 年度までの山梨県における協定締結校一覧を示す [山

梨 21]。 

山梨県の協定締結校（令和 3 年 2 月 1 日現在） 

協定年度 協定大学 

平成 24 年度（ 4 校） 神奈川大学  帝京大学  東海大学 東洋大学 

平成 25 年度（ 2 校） 実践女子大学・実践女子大学短期大学部  

平成 26 年度（ 2 校） 共立女子大学・共立女子短期大学 

平成 29 年度（ 10 校） 大妻女子大学・大妻女子大学短期大学部  神奈川工科大学  

工学院大学  駒沢女子大学・駒沢女子短期大学  相模女子大

学・相模女子大学短期大学部  専修大学 立正大学 

平成 30 年度（ 11 校） 駒澤大学  拓殖大学  玉川大学  東京経済大学  東京電機大

学  日本大学  法政大学  明治大学  明星大学  山野美容芸

術短期大学  立教大学 

令和元年度（14 校） 桜美林大学  関東学院大学  杏林大学  国士舘大学  城西大

学  駿河台大学  大東文化大学  帝京科学大学  東京家政大

学・東京家政大学短期大学部  東京農業大学  日本工業大学 

文教大学  武蔵大学 

令和 2 年度（ 4 校） 学校法人片柳学園  ＜東京工科大学（ H25 に学校単位で協定締

結済み）、日本工学院専門学校、日本工学院八王子専門学校、

日本工学院北海道専門学校＞ 

 

 

 


